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(1) 「災害対策携帯移動衛星通信」の定義
準天頂衛星システムのうちＳ帯（２GHz帯）を利用した「衛星安否確認サービス」を「防災対策携帯移動衛星

通信」と定義し、当該通信を行う携帯移動地球局を特定無線局の対象とする無線局に含めること。
（施行規則第15条の２第１項第８号、第15条の３第８号、設備規則第３条第10号）

(2) 「災害対策携帯移動衛星通信」を行う携帯移動地球局の技術的条件を規定
（設備規則第49条24の４)

(3) 「災害対策携帯移動衛星通信」を行う携帯移動地球局の無線設備について人体における比吸収率を規定
（設備規則第14条の２)

(4) 特定無線設備の対象に 「災害対策携帯移動衛星通信」を行う携帯移動地球局の無線設備を追加
（証明規則第２条第１項第30号の４、別表第一号及び様式７号)

答申を受けた場合は、速やかに関係省令を改正予定（公布日の施行を予定）。

電波法施行規則等の一部を改正する省令案について
－実用準天頂衛星システムの制度化に向けて－

諮問第24号説明資料

１ 諮問の背景

平成23年９月に「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的な考え方」が閣議決定され、「我が国として実用
準天頂衛星システムの整備に可及的速やかに取り組むこととする。具体的には、2010 年代後半を目途にまずは４
機体制を整備する。将来的には、持続測位が可能となる７機体制を目指すこととする。」とされ、平成29年度春
の打ち上げ開始に向け、内閣府が主体となって実用準天頂衛星システムの開発・整備が進められている。
こうした状況を受け、実用準天頂衛星システムの導入に向け、平成27年６月より情報通信審議会において技術的条件を検

討し、本年６月に答申を受けたところ。
同答申のうち、Ｓ帯（２GHz帯）を利用した「衛星安否確認サービス」の導入を図るため電波法施行規則、無線設備規則

及び特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の一部改正を行うものである。

２ 改正概要

３ 施行期日

1



実用準天頂衛星システムについて

宇宙基本計画工程表（準天頂衛星システムの開発・
整備、平成27年12月８日 宇宙開発戦略本部決定)

 平成23年９月に「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的な考え方」が閣議決定され、「我が国と
して実用準天頂衛星システムの整備に可及的速やかに取り組むこととする。具体的には、2010 年代後
半を目途にまずは４機体制を整備する。将来的には、持続測位が可能となる７機体制を目指すこととする
。」とされ、平成29年度春の打ち上げ開始に向け、内閣府が主体となって実用準天頂衛星システムの開
発・整備が進められている

 こうした状況を受け、これら準天頂衛星システムの導入に向け、平成27年６月より情報通信審議会にお
いて技術的条件を検討し、本年６月に答申を受けたところ。

 実用準天頂衛星はＬ帯（1.5GHz帯）を利用した「衛星測位及び災害・危機管理通報サービス」と、Ｓ帯
（2GHz帯）を利用した「衛星安否確認サービス」の二つのシステムで構成される。

 本件諮問はこのうち、Ｓ帯（２GHz帯）を利用した「衛星安否確認サービス」の導入を図るため電波法施
行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の一部改正を行うもの
である。

※ 準天頂衛星は、複数の衛星が約8時間交代で常に日本の真上に衛星が滞在するような準天頂軌道に配置される。内閣府が整備する実用準天頂衛星
システム（４機体制）は、３機の準天頂衛星と1機の静止軌道衛星により構成される。

４．我が国の宇宙政策に関する具体的アプローチ
（２）具体的取組
ⅰ）衛星測位

・準天頂衛星初号機「みちびき」の設計寿命が到来する平成
32年度以降も確実に４機体制を維持すべく、平成27年度から
みちびき後継機の検討に着手する。また、安全保障分野での
重要性、ユーザーの利便性、産業誘発効果、運用の効率性等
に係る総合的な検証を行いつつ、持続測位が可能となる７機
体制の確立のために必要となる追加３機については、平成29 
年度をめどに開発に着手し、平成35年度をめどに運用を開始
する。その際、開発・運用コストの縮減と平準化を図る。あ
わせて、米国GPS との連携強化の在り方についても検討を行
い、必要な措置を講じる。（内閣府）

宇宙基本計画（関係部分抜粋）
(平成28年4月1日 閣議決定)

３号機
（静止衛星）
東経127度

１,２,４号機
（準天頂軌道）

（参考資料）
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GPSによる測位を補完する測
位補完サービスと、補強信号を
用いてGPSによる測位よりも高
精度な測位を実現する測位補強
サービスの機能を具備

利用可能な衛星数の増加によ
り測位精度が向上

測位用のL帯（1.5GHz帯）の
補強信号の一部として、災害
発生等の緊急時に、気象警報
等のメッセージ（コード情
報）を、特定のエリアのユー
ザ端末に対して一斉に配信す
るサービス

一般国民のナビゲーション機器等（受信機） 対応ＧＰＳ受信機器等（受信のみ）

実用準天頂衛星システムのサービス概要

■衛星測位サービス（L帯（1.5GHz帯）を使用） ■災害・危機管理通報サービス
（L帯（1.5GHz帯）を使用）

災害時等において、避難所・学
校・病院等において収集された
安否関係や救援物資等の情報
を内閣府が準天頂衛星を介して
収集し、防災機関へ提供

■衛星安否確認サービス（S帯（2GHz帯）を使用、静止衛星のみ）
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実用準天頂衛星システムの導入に係る省令改正の概要

１ 「災害対策携帯移動衛星通信」の定義（設備規則第３条第10号）

実用準天頂衛星システムのＳ帯（２ＧＨz帯）を利用した「衛星安否確認サービス」を「防災対策携帯移動衛星
通信」として以下のとおり定義する。

「防災対策携帯移動衛星通信」とは、公共業務を行うことを目的として開設された携帯基地地球局と携帯移動地球局との
間で、主に防災対策のために行われる無線通信及びその無線通信を制御するために行われる無線通信をいう。

２ 特定無線局の対象とする無線局として「災害対策携帯移動衛星通信」を行う携帯移動地球局を追加
（施行規則第15条の２第１項第８号、第15条の３第８号）

既存の特定無線局としては、携帯電話等の他、衛星携帯電話は、Ｎスター、インマルサットGSPS、イリジウム、
スラヤ等が対象となっている。

３ 「災害対策携帯移動衛星通信」を行う携帯移動地球局の技術的条件を規定（設備規則第49条24の４)

・使用周波数帯：送信2000-2005MHz 受信2190-2195 MHz
・一般的条件：携帯移動地球局の送信装置が自動的に識別されるものであること。使用する周波数は、携帯基地

地球局の制御信号により自動的に選択されるものであること。

４ 「災害対策携帯移動衛星通信」を行う携帯移動地球局の無線設備について人体における比吸収率を規定
（設備規則第14条の２)

５ 「災害対策携帯移動衛星通信」を行う携帯移動地球局の無線設備を登録証明機関による技術基準適合
証明の対象に追加 （証明規則第２条第１項第30号の４、別表第１号及び様式第７号)

既存のインマルサットGSPS、イリジウム等と同等の許容値（四肢以外２W/kg、四肢４W/kg）とする。

既存のインマルサットGSPS、イリジウム等と同様に技術基準適合証明の対象に追加することにより、無線局免
許手続き簡素化を図る。

実用準天頂衛星システムのＳ帯（２ＧＨz帯）を利用した「衛星安否確認サービス」の端末設備を特定無線局（包括免許）の
対象に追加する。

4


	
	03_別添_準天頂衛星　【新旧対照表】(案)
	03-1_別添1_準天頂衛星　施行規則【新旧対照表】(案)rev09
	03-2_別添2_準天頂衛星　設備規則【新旧対照表】(案)rev10
	03-3_別添3_準天頂衛星　証明規則【新旧対照表】(案)rev11
	03-4_別添4_準天頂衛星　新規告示案【技術的条件】rev3
	03-5_別添5_準天頂衛星 H16告示859号【新旧対照表】【無線設備の規格コード】rev1
	03-6_別添6_準天頂衛星 H16告示860号【新旧対照表】【通信事項コード】rev2
	03-7_別添7_準天頂衛星 H17告示1228号【新旧対照表】【スプリアス】rev4

	03-8_別添8_準天頂衛星 訓令　審査基準【新旧対照表】rev9




